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新潟県県税規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成30年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第32号 

新潟県県税規則の一部を改正する規則 

第１条 新潟県県税規則（昭和34年新潟県規則第63号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下この条において「追加条等」

という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中別記様式の表示に下線が引かれた別記様式を削り、同表の改正後の欄中別記様式の表

示に下線が引かれた別記様式を加える。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（別記様式の表示を除く。以下この条において「改正部分」とい

う｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条、項及び号の表示、追加条等並びに別記様式の表

示を除く。以下この条において「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に

改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正

部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を削り、次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加

える。 

改 正 後 改 正 前 
  
（局長に委任しない知事の権限） 

第５条 条例第６条第１項ただし書に規定する知事

が定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1)～(12) （略） 

(13) ２以上の地域振興局の所管区域にわたる事

件その他特別の事情があることにより、知事に

おいて調査することが適当であると認められる

犯則事件の調査及び処分 

 

（徴収金の納付又は納入） 

第９条 徴収金（条例第56条の２、第63条第１項、

第63条の２若しくは第91条第１項本文に規定する

方法又は口座振替の方法により納付し、又は払い

込む徴収金を除く｡)の納付又は納入は、納付書又

は納入書によつてしなければならない。 

 

（還付金等の還付又は充当の通知） 

第42条 知事又は局長は、次に掲げる徴収金を還付

する場合又は充当した場合は、その旨を当該納税

者又は特別徴収義務者に通知するものとする。 

(1) 法第53条第20項（法第55条第５項において準

用する場合を含む。）、第34項、第37項及び第38

項並びに法第72条の24の10第３項及び第７項、

第72条の24の11第４項並びに第72条の28第４項

（法第72条の41の４において準用する場合を含

む。）の規定による法人の県民税又は事業税の中

間納付額及びこれらに係る徴収金 

(2) 法第73条の２第８項、第73条の27第１項（法

第73条の27の２第３項、第73条の27の３第３項

及び第73条の27の６第３項並びに附則第11条の

４第２項、第５項及び第７項において準用する

場合を含む｡)及び第73条の27の４第４項（法第

（局長に委任しない知事の権限） 

第５条 条例第６条第１項ただし書に規定する知事

が定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1)～(12) （略） 

 

 

 

 

 

（徴収金の納付又は納入） 

第９条 徴収金（証紙をはり、証紙代金収納計器に

より金額の表示を受け、又は口座振替の方法によ

り納付する徴収金を除く｡)の納付又は納入は、納

付書又は納入書によつてしなければならない。 

 

 

（還付金等の還付又は充当の通知） 

第42条 知事又は局長は、次に掲げる徴収金を還付

する場合又は充当した場合は、その旨を当該納税

者又は特別徴収義務者に通知するものとする。 

(1) 法第53条第20項（法第55条第５項において準

用する場合を含む。）、第32項、第35項及び第36

項並びに法第72条の24の10第３項及び第７項、

第72条の24の11第４項並びに第72条の28第４項

（法第72条の41の４において準用する場合を含

む。）の規定による法人の県民税又は事業税の中

間納付額及びこれらに係る徴収金 

(2) 法第73条の２第８項、第73条の27第１項（法

第73条の27の２第３項、第73条の27の３第３項

及び第73条の27の６第３項並びに附則第11条の

４第２項及び第５項において準用する場合を含

む｡)及び第73条の27の４第４項（法第73条の27
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73条の27の５第２項及び第73条の27の７第２項

において準用する場合を含む。）の規定による不

動産取得税額及びこれに係る徴収金 

(3)～(6) （略） 

 

（納税義務の完了時期等） 

第45条 （略） 

２～５ （略） 

６ 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２

第６項の規定により指定代理納付者に納付させた

徴収金に係る納税義務は、同項の承認があつたと

き（指定代理納付者が同項の指定する日を過ぎて

納付した場合は、指定代理納付者が納付したとき）

に完了する。 

 

（不動産取得税の課税標準の特例の適用を受けよ

うとする場合等の申告書の添付書類） 

第61条 （略） 

２ 法第73条の24第１項又は第３項の規定の適用を

受けようとする者が条例第46条の規定により提出

する申告書には、当該各項の規定の適用があるべ

き旨を証する書類を添付しなければならない。 

３・４ （略） 

 

（不動産取得税の還付の申請等の添付書類） 

第61条の２ 法第73条の27第１項（法第73条の27の

２第３項、第73条の27の３第３項及び第73条の27

の６第３項並びに附則第11条の４第２項、第５項

及び第７項において準用する場合を含む。）及び第

73条の27の４第４項（法第73条の27の５第２項及

び第73条の27の７第２項において準用する場合を

含む｡)の申請をする者は、申請書にこれらの規定

の適用があるべき旨を証する書類を添付しなけれ

ばならない。 

２ （略） 

 

（不動産取得税の減額等に対する決定の通知） 

第62条 （略） 

２ 局長は、法第73条の27第１項（法第73条の27の

２第３項、第73条の27の３第３項及び第73条の27

の６第３項並びに附則第11条の４第２項、第５項

及び第７項において準用する場合を含む｡)及び第

73条の27の４第４項（法第73条の27の５第２項及

び第73条の27の７第２項において準用する場合を

含む｡)の申請があつた場合において、これに対し

減額の決定をしたときは、その旨を申請者に通知

するものとする。 

 

第117条 （略） 

 

第118条 局長は、条例第29条第１項又は第２項の規

の５第２項及び第73条の27の７第２項において

準用する場合を含む。）の規定による不動産取得

税額及びこれに係る徴収金 

(3)～(6) （略） 

 

（納税義務の完了時期等） 

第45条 （略） 

２～５ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

（不動産取得税の課税標準の特例の適用を受けよ

うとする場合等の申告書の添付書類） 

第61条 （略） 

２ 法第73条の24第１項の規定の適用を受けようと

する者が条例第46条の規定により提出する申告書

には、法第73条の24第１項の規定の適用があるべ

き旨を証する書類を添付しなければならない。 

３・４ （略） 

 

（不動産取得税の還付の申請等の添付書類） 

第61条の２ 法第73条の27第１項（法第73条の27の

２第３項、第73条の27の３第３項及び第73条の27

の６第３項並びに附則第11条の４第２項及び第５

項において準用する場合を含む。）及び第73条の27

の４第４項（法第73条の27の５第２項及び第73条

の27の７第２項において準用する場合を含む｡)の

申請をする者は、申請書にこれらの規定の適用が

あるべき旨を証する書類を添付しなければならな

い。 

２ （略） 

 

（不動産取得税の減額等に対する決定の通知） 

第62条 （略） 

２ 局長は、法第73条の27第１項（法第73条の27の

２第３項、第73条の27の３第３項及び第73条の27

の６第３項並びに附則第11条の４第２項及び第５

項において準用する場合を含む｡)及び第73条の27

の４第４項（法第73条の27の５第２項及び第73条

の27の７第２項において準用する場合を含む｡)の

申請があつた場合において、これに対し減額の決

定をしたときは、その旨を申請者に通知するもの

とする。 

 

第117条 （略） 
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定による届出（法人を設立し、又は届出事項に異

動を生じたことの届出に限り、法人課税信託に係

るものを除く｡)については、前条の規定にかかわ

らず、次項から第４項までに定めるところにより、

電子情報処理組織（知事の使用に係る電子計算機

（入出力装置を含む。以下この条において同じ｡)

と届出をする者の使用に係る電子計算機とを電気

通信回線で接続した電子情報処理組織をいう｡)を

使用して行わせることができる。 

２ 前項の規定により電子情報処理組織を使用して

届出を行う者は、別に知事が定めるところにより、

知事の指定する指定法人が使用し、及び管理する

電子計算機に備えられたファイルに記録すべき事

項又は別記第73号様式に記載すべきこととされて

いる事項を、当該届出をする者の使用に係る電子

計算機から入力して、届出を行わなければならな

い。 

３ 前項の規定により届出を行う者は、入力する事

項についての情報に電子署名（総務省関係法令に

係る行政手続等における情報通信の技術の利用に

関する法律施行規則（平成15年総務省令第48号）

第２条第２項第１号に規定する電子署名をいう｡)

を行い、当該電子署名を行つた者を確認するため

に必要な事項を証する電子証明書（同項第２号に

規定する電子証明書をいう｡)と併せてこれを送信

しなければならない。ただし、知事の指定する方

法により届出を行つた者を確認するための措置を

講ずる場合は、この限りでない。 

４ 第２項の規定により届出を行う者は、別に知事

が定めるところにより、別記第73号様式に添付す

べきこととされている書類に記載すべき事項を第

１項に規定する届出をする者の使用に係る電子計

算機から送信し、及び第２項に規定する知事の指

定する指定法人が使用し、及び管理する電子計算

機に備えられたファイルに記録し、又は当該書類

を提出しなければならない。 

５ 第１項の規定により行われた届出は、同項の知

事の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

への記録がされた時に局長に到達したものとみな

す。 

 

   附 則 

１～５ （略） 

６ 第５条第３号の規定の適用については、当分の

間、同号中「県たばこ税」とあるのは､｢県たばこ

税（地方税法等の一部を改正する法律（平成27年

法律第２号）附則第12条第３項、第９項、第11項

及び第13項並びに地方税法等の一部を改正する法

律（平成30年法律第３号）附則第10条第２項、第

12条第２項及び第13条第２項の規定により課する

県たばこ税を除く｡)」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

１～５ （略） 

６ 第５条第３号の規定の適用については、当分の

間、同号中「県たばこ税」とあるのは､｢県たばこ

税（地方税法等の一部を改正する法律（平成22年

法律第４号）附則第６条第２項並びに地方税法等

の一部を改正する法律（平成27年法律第２号）附

則第12条第３項、第９項、第11項及び第13項の規

定により課する県たばこ税を除く｡)」とする。 
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別表（第117条関係） 

文 書 等 の 名 称 根拠条文 様式 

（略） 

個人県民税に係る徴

収金の払込額精算計

算書（指定都市以外

用） 

第52条 （略） 

個人県民税に係る徴

収金の払込額精算計

算書（指定都市用） 

第52条 別記第

64号様

式 

（略） 

不動産取得税の減額

（還付）申請書 

法第73条の27

第１項（法第73

条の27の２第

３項、第73条の

27の３第３項

及び第73条の

27の６第３項

並びに附則第

11条の４第２

項、第５項及び

第７項におい

て準用する場

合を含む｡)及

び第73条の27

の４第４項（法

第73条の27の

５第２項及び

第73条の27の

７第２項にお

いて準用する

場合を含む｡) 

（略） 

（略） 

 

第43号様式（第117条関係） 

（略） 領収証書  

 （略） 

裏面参照の上、上記のとおり

納付してください。 

   年   月   日 

 

 

 

 お問い合わせ先 

 

 

   

 

第63号様式（第117条関係） 

個人県民税に係る徴収金の払込額精算計算書 

（指定都市以外用） 

 

別表（第117条関係） 

文 書 等 の 名 称 根拠条文 様式 

（略） 

個人県民税に係る徴

収金の払込額精算計

算書 

 

 

 

 

第52条 （略） 

（略） 

不動産取得税の減額

（還付）申請書 

法第73条の27

第１項（法第

73条の27の２

第３項、第73

条の27の３第

３項及び第73

条の27の６第

３項並びに附

則第11条の４

第２項及び第

５項において

準用する場合

を含む｡)及び

第73条の27の

４第４項（法

第73条の27の

５第２項及び

第73条の27の

７第２項にお

いて準用する

場合を含む｡) 

（略） 

（略） 

 

第43号様式（第117条関係） 

（略） 領収証書  

 （略） 

裏面参照の上、上記のとおり

納付してください。 

   年   月   日 

 

  

お問い合わせ先 

 

 

  

 

 

 

第63号様式（第117条関係） 

個人県民税に係る徴収金の払込額精算計算書 
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 （略） 

 

第65号様式から第67号様式まで 削除 

 

 

 

第77号様式の３（第117条関係） 

不動産の取得（特例適用等）申告書 

（略） 

年  月  日 

地域振興局長 様 

 

 

 

（略） 
 

 （略） 

 

 

 

第64号様式から第67号様式まで 削除 

 

第77号様式の３（第117条関係） 

不動産の取得（特例適用等）申告書 

（略） 

年  月  日 

長様 

 

 

 

契約の

相手方 

住    所 

法人の場合 

所 在 地 

 

フリガナ  

氏  名 

法人の場合 

名   称 

 

（略） 

  
   

第２条 新潟県県税規則の一部を次のように改正する。 

別記第56号様式を次のように改める。 



 

 

号
 
外
 
１
 

新
 
 
潟

 
 
県

 
 
報

 
平
成
3
0
年

３
月
3
1
日
(
土
)
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第56号様式（第117条関係） 

　　　　　年度　　　　　個人県民税の現年課税分賦課額報告書 （ 当初 ・ 決算 ）

普通徴収 特別徴収 計 ⓐ+ⓑ 普通徴収 特別徴収 計 ⓓ+ⓔ 普通徴収 特別徴収 計 ⓒ+ⓕ
ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ ⓕ ⓐ+ⓓ　ⓖ ⓑ+ⓔ　ⓗ 　　　　 ⓖ+ⓗ　ⓘ

譲渡所得以外 円 円 円 円 円 円 円 円 円
①

譲　渡　所　得
②

小計　①＋②
③

譲渡所得以外
④

譲　渡　所　得
⑤

小計　④＋⑤
⑥

⑭　うち給与所得分 うち給与所得分 ⑮　うち給与所得分

⑯ ⑰
所得割額 ⑧

⑱　⑳×㉔ ⑲　⑳－⑱ ⑳
べき額 ⑩

べき額 　　　　　　　　⑪

㉑ ㉒

㉑－⑯ ⑭ 　　　摘　　要

㉒－⑰　　　　　 ⑮　　　　　　　　

均等割額 所得割額 均等割額及び
のみのもの のみのもの 所得割額のもの

人 人 人 人 人

 ◎　注
　　１　譲渡所得の区分は当初のみとし、決算分については
　　　「譲渡所得以外」欄に合算額を記載すること。
　　２　本年度調定区分割合は、円位まで算定される桁数
　　　まで算出のこと。

新潟県県税条例第19条第　項及び第　項の規定により上記のとおり報告します。

　地 域　振　興　局　長 様

 市町村長 作成者職氏名

徴収区分による納税義務者納　税　義　務　者　の　種　別

⑨のうち翌年度の収入となる

特別徴収

収入となるべき額　　　　　　　⑫
本年度調定額　⑪＋⑫

⑬

普通徴収

  0.

計

     　　年　　月　　日

計

本年度調定区分割合
(当初分のみ記載)

　0.          　　　　　　小数点以下第５位まで
　　　　　　　　　　　　　算出のうえ四捨五入

前年度賦課のうち本年度の

譲渡所得以外

分　離　退　職

譲  渡　所　得

区分

合計
区                    分

均等割額

⑦

県　　　民　　　税

調
　
定
　
額

所得割額

市 町 村 民 税

退職所得の分離課税に係る

特定あん分率

賦
　
　
課
　
　
額

⑨のうち本年度の収入となる

⑨

計　　　③＋⑥

人

県
　
民
　
税

（当初分のみ記載）

本年度課税額　⑦＋⑧

24 23

印
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  別記第63号様式の次に次の１様式を加える。 



 

 

号
 
外
 
１
 

新
 
 
潟

 
 
県

 
 
報

 
平
成
3
0
年

３
月
3
1
日
(
土
)
 

9
 

第64号様式（第117条関係） 

年度 個人県民税に係る徴収金の払込額精算計算書（３月末日現在） 
（指定都市用） 

１ 県民税及び市民税の調定額の調   ３ 県民税に係る徴収金の払込過不足額の調 

現
年
課
税
分 

区 分 ３月末現在調定額 払込みあん分率 区 分 精算基準額 県への払込済額 精算すべき額   

県 民 税 Ａ                     円 Ｄ＝Ａ／Ｃ 

(   年３月31日現在の確定あん分率) 

現 年 課 税 分 Ｍ＝ア×Ｄ   円 イ       円 Ｍ－イ     円 

市 民 税 
Ｂ 滞

納
繰
越
分 

平成30年度以後課
税分 

Ｎ＝ウ×Ｄ エ Ｎ－エ 

計 
Ｃ 平成30年３月31日現在の確定あん分率 

Ｄ’ 

平成29年度以前課
税分 

Ｎ’＝ウ’×Ｄ’ エ’ Ｎ’－エ’ 

滞
納
繰
越
分 

区 分 
市の歳入所属年度と同一
とした場合の３月末精算
前の滞納繰越額 

市の収納は 年度で県へ
の払込が翌年度となつた
額 

３月末現在滞納繰越額 
滞納繰越額を調整すべ

き額 
計 

      

30
年
度
以
後
課
税
分 

県 民 税 
Ｅ         円 Ｈ         円 

㋜ 

Ｉ＝(Ｇ×Ｄ)＋Ｈ  円 Ｋ＝Ｉ－(Ｅ＋Ｈ) 円 

㋝ 延
滞
金 

平成30年度以後課

税分 

Ｏ＝オ×Ｄ カ Ｏ－カ 

市 民 税 
Ｆ   Ｊ＝Ｇ－(Ｇ×Ｄ) Ｌ＝Ｊ－Ｆ 平成29年度以前課

税分 

Ｏ’＝オ’×Ｄ’ カ’ Ｏ’－カ’ 

計 
Ｇ       

加
算
金 

平成30年度以後課

税分 

Ｐ＝キ×Ｄ ク Ｐ－ク 

29
年
度
以
前
課
税
分 

県 民 税 
Ｅ’ Ｈ’ 

㋜’ 

Ｉ’＝(Ｇ’×Ｄ’)＋Ｈ’ Ｋ’＝Ｉ’－(Ｅ’＋Ｈ’) 

㋝’ 

平成29年度以前課

税分 

Ｐ’＝キ’×Ｄ’ ク’ Ｐ’－ク’ 

市 民 税 
Ｆ’   Ｊ’＝Ｇ’－(Ｇ’×Ｄ’) Ｌ’＝Ｊ’－Ｆ’   

計 
Ｇ’       

２ 県民税及び市民税に係る徴収金の収納・払込済額の調(払込金精算の基礎数値) 

区分 
現 年 課 税 分 

滞 納 繰 越 分 延 滞 金 加 算 金 

平成30年度以後課税分 平成29年度以前課税分 平成30年度以後課税分 平成29年度以前課税分 平成30年度以後課税分 平成29年度以前課税分 

収納又は

払込み月 

  

 県民税及び
市民税の市
での収納額
の合計額 

県民税の県

への払込済

額 

県民税及び
市民税の市
での収納額
の合計額 

県民税の県

への払込済

額 

県民税及び
市民税の市
での収納額
の合計額 

県民税の県

への払込済

額 

県民税及び
市民税の市
での収納額
の合計額 

県民税の県

への払込済

額 

県民税及び
市民税の市
での収納額
の合計額 

県民税の県

への払込済

額 

県民税及び
市民税の市
での収納額
の合計額 

県民税の県

への払込済

額 

県民税及び
市民税の市
での収納額
の合計額 

県民税の県

への払込済

額 

  年４月から  年２月 
円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 

  年３月 
※「県への払込済額」
は２月分として払込ん
だ額を記載すること 

                            

計 
ア イ ウ エ ウ’ エ’ オ カ オ’ カ’ キ ク キ’ ク’ 

  年度分の収納で  年４月又
は６月中に払込まれた額  (㋜) 

                            

 新潟県県税規則第52条の規定により徴収金の払込額精算計算書を提出します。 
     年   月   日 
  地域振興局長 様 

作成者職氏名              
市長                                 印 

収納又は 

払込済額 
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  別記第77号様式の２を次のように改める。 

 



 

 

号
 
外
 
１
 

新
 
 
潟

 
 
県

 
 
報

 
平
成
3
0
年

３
月
3
1
日
(
土
)
 

1
1 

第77号様式の２（第117条関係） 

長さ

(ｍ)

ｍ3

(小荷物専用昇降機)

積載量

ｋｇ

着床数

床

速度

m/min

市町村受付印 受付印

この家屋の取得の日前１年の期間内に他の家屋を建築(購入)したか否か 有・無 建築施工業者名

(現場責任者名　　　　　　　　　　)

電話
番号

生産設備用

合計

ｋＷ

ｋＷ

寝台用 寝台用

換気の種類
 □ 全熱交換器
 □ 熱交換器なし１種換気
 □ ２種換気又は３種換気

ドレンチャー 人荷用 人荷用

ダクトの有無

　
こ
の
欄
は
、

非
木
造
家
屋
の
新
築
及
び
改
築
に
よ
る
取
得
の
場
合
に
は
必
ず
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

　
不
明
の
場
合
は
、

工
事
施
工
者
に
確
認
し
て
正
確
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

主体構造部の鉄骨使用量
(鉄骨階段を含む)

ｍ3

ｍ3

土間
デッキ

有
　
筋

組

運搬設備(エレベーター)

インターホン
(内線専用電話)

ホームエレベータ

組

ｍ2

又は______

トン

給水設備
積載量　　　ｋｇ 積載量　　　ｋｇ

種類
□　中央熱源方式

□　個別空調方式

冷房
能力

ｋＷ

(人) (人)

着床数　　　床

種類

空調・換気設備
防災設備

□ 有　　□ 無ガス設備

盗難非常
通報装置

台
速度　　 m/min 速度　　 m/min

(ﾙｰﾑｴｱｺﾝを除く)
屋内監視カメラ 組

 □　ﾌﾟﾚｯｼｬｰﾀﾝｸ方式

 □　高架水槽方式

 □　直結増圧方式

 □　直結給水方式

　□　有

　□　無

有・無
乗用高速特注型 乗用高速特注型

有・無
ホームエレベータ

屋内消火栓

　　　　　　台

着床数　　　床

ドアホン

トン

トン

ﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄ ・ ﾌﾗｯﾄﾃﾞｯｷ
（厚さ　　 ｍｍ）

ﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄ ・ ﾌﾗｯﾄﾃﾞｯｷ
（厚さ　　 ｍｍ）

一般機械排煙
乗用規格型 乗用規格型

スプリンクラー 乗用中速特注型 乗用中速特注型

根切の土量

(ｃｍ)
本数

母屋 トン

コンクリート使用量
軽量鉄骨使用量

(間仕切、天井下地を除く)

杭打の状況ワイヤーメッシュ

ｍ2

(口径　　 ｍｍ)鉄筋使用量

軽鉄合計

上記以外

トン

トン

無筋
(捨コン等)

ｍ3

ｍ3

ｍ3

屋根仕上の種類

末口径

鉄骨合計 トン

トン

Ｆｃ36を超え
Ｆｃ60以下
　　　　のもの

Ｆｃ60を超える
　　　　  もの

Ｆｃ36以下
   　　 のもの

上記以外の鉄骨

トン

トン
 ＳＤ390以上
 ＳＤ490未満
    　のもの

トン
 ＳＤ390未満
      のもの

トン鉄筋合計

亜鉛メッキ加工のもの 胴縁 トン
又は______

トン

ｍ2

さび止め塗装のもの

(税抜き)円 滅失有・滅失無
一部滅失有計 合計

住宅・併用住宅
事務所・店　舗
工　場・倉　庫

その他
(　　　　)

造

葺

(陸　屋　根)

建

動力設備の全容量
(３相　200Ｖ以上)

(個別空調方式の場合)

 □　都市ガス

 □　プロパンガス

建築設備用 ｋＷ

計

階数面積(ｍ2) 階数 面積(ｍ2)階数 面積(ｍ2)

取得価額 旧家屋の状況

氏 名
又は名称及び
代 表 者 名

㊞
個人番号又
は法人番号

担当者名
(法人の場合)

地域振興局長　様
　↑個人番号の記載に当たつては、左端を空欄とし、ここから記載し

てください。

・　　・
新　築・増　築
改　築・その他
(　　　　　　)

基
礎
躯
体

 ＳＤ490以上
    　のもの

不動産の取得（特例適用）申告書（非木造家屋用）
　地方税法第73条の18及び新潟県県税条例第43条の規定により申告します。

　なお、特例控除の適用を受けたいので、新潟県県税条例第39条の規定により併せて申告します。
年　　月　　日

住 ( 居 ) 所
(又は所在地)

電話
番号

家　屋　の　所　在　地 種　　類 構　　造
既　　存　　分 今 回 の 建 築 分 に 係 る 床 面 積 計

取得年月日 取得の理由
階数 面積(ｍ2)
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附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成30年４月１日から施行する。ただし、第１条中新潟県県税規則附則第６項の改正は、同年

10月１日から施行する。 

（新潟県県税規則等の一部を改正する規則の一部改正） 

２ 新潟県県税規則等の一部を改正する規則（平成29年新潟県規則第13号）の一部を次のように改正する。 

第３条の改正規定の表中新潟県県税規則第５条の改正に係る部分を次のように改める。 

（局長に委任しない知事の権限） 

第５条 条例第６条第１項ただし書に規定する知事

が定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1)～(3) （略） 

(4) 自動車税の環境性能割の賦課 

(5) 自動車税の環境性能割の徴収（条例第58条に

規定する方法による徴収に限る｡) 

(6) 証紙徴収の方法又は条例第69条の２に規定す

る方法により徴収される自動車税の種別割の賦

課徴収 

(7)・(8) （略） 

(9) 条例第66条の規定による自動車税の種別割の

税率の特例に係る決定及び告示 

(10)～(13) （略） 

 

（徴収金の納付又は納入） 

第９条 徴収金（条例第58条、第69条第１項、第69

条の２若しくは第91条第１項本文に規定する方法

又は口座振替の方法により納付し、又は払い込む

徴収金を除く｡)の納付又は納入は、納付書又は納

入書によつてしなければならない。 

（局長に委任しない知事の権限） 

第５条 条例第６条第１項ただし書に規定する知事

が定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1)～(3) （略） 

(4) 自動車取得税の賦課 

(5) 自動車取得税の徴収（条例第56条の２に規定

する方法による徴収に限る｡) 

(6) 証紙徴収の方法又は条例第63条の２に規定す

る方法により徴収される自動車税の賦課徴収 

 

(7)・(8) （略） 

(9) 条例第60条の規定による自動車税の税率の特

例に係る決定及び告示 

(10)～(13) （略） 

 

（徴収金の納付又は納入） 

第９条 徴収金（条例第56条の２、第63条第１項、

第63条の２若しくは第91条第１項本文に規定する

方法又は口座振替の方法により納付し、又は払い

込む徴収金を除く｡)の納付又は納入は、納付書又

は納入書によつてしなければならない。 

  

第３条の改正規定の表中新潟県県税規則第45条の改正に係る部分を次のように改める。 

（納税義務の完了時期等） 

第45条 （略） 

２・３ （略） 

４ 条例第58条第１項後段又は第69条第１項後段の

規定により納付し、又は払い込む徴収金に係る納

税義務は、当該申告書又は修正申告書が受理され

たときに完了する。 

５ 条例第58条第２項又は第69条の２の規定により

納付し、又は払い込む徴収金に係る納税義務は、

その徴収金額が口座から払い込まれたとき又は自

動預払機その他これに準ずる機械により払い込ま

れたときに完了する。 

６ （略） 

（納税義務の完了時期等） 

第45条 （略） 

２・３ （略） 

４ 条例第56条の２第１項後段又は第63条第１項後

段の規定により納付し、又は払い込む徴収金に係

る納税義務は、当該申告書又は修正申告書が受理

されたときに完了する。 

５ 条例第56条の２第２項又は第63条の２の規定に

より納付し、又は払い込む徴収金に係る納税義務

は、その徴収金額が口座から払い込まれたとき又

は自動預払機その他これに準ずる機械により払い

込まれたときに完了する。 

６ （略） 
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新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成30年３月31日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第33号 

新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例施行規則（平成15年新潟県規則第43号）の一部を次

のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を削り、同表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  
（事業税の不均一課税の対象となる所得金額等の

計算方法） 

第６条 条例第３条の規則で定めるところにより計

算した額は、次の各号に掲げる場合に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める算式によって計算した額と

する。 

(1) 電気供給業（電気事業法（昭和39年法律第170

号）第２条第１項第２号に規定する小売電気事

業（これに準ずるものを含む｡)を除く。以下こ

の号において同じ｡)、ガス供給業又は倉庫業が

主たる事業である法人の場合 Ａ×Ｂ／Ｃ＋Ｄ

×Ｅ／Ｆ 

  算式の符号 

Ａ 県内において当該法人に課する事業税の

課税標準となるべき当該事業年度に係る所

得のうち電気供給業又はガス供給業（地方

税法（昭和25年法律第226号）第72条の２第

１項第２号に規定するガス供給業をいう。

以下この号において同じ。）以外の事業に係

る所得 

Ｂ～Ｆ （略） 

(2) （略） 

２ （略） 

３ 第１項第１号の固定資産の価額及び同項第２号

の従業者の数並びに前項の鉄軌道事業以外の事業

に係る部分の所得の算定については、地方税法第

72条の48第４項から第６項まで、第11項及び第12

項並びに第72条の54第２項に規定する事業税の分

割基準及び所得の算定の例による。 

 

４ （略） 

 

第６号様式（第７条関係） 

不動産取得税課税免除申請書 

 （略） 

 注 次の書類を添付すること。 

  １～４ （略） 

  ５ その他地域振興局長が必要と認める書類 

（事業税の不均一課税の対象となる所得金額等の

計算方法） 

第６条 条例第３条の規則で定めるところにより計

算した額は、次の各号に掲げる場合に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める算式によって計算した額と

する。 

(1) 電気供給業（電気事業法（昭和39年法律第170

号）第２条第１項第２号に規定する小売電気事

業（これに準ずるものを含む｡)を除く。以下こ

の号において同じ｡)、ガス供給業又は倉庫業が

主たる事業である法人の場合 Ａ×Ｂ／Ｃ＋Ｄ

×Ｅ／Ｆ 

  算式の符号 

Ａ 県内において当該法人に課する事業税の

課税標準となるべき当該事業年度に係る所

得のうち電気供給業又はガス供給業以外の

事業に係る所得 

 

 

 

Ｂ～Ｆ （略） 

(2) （略） 

２ （略） 

３ 第１項第１号の固定資産の価額及び同項第２号

の従業者の数並びに前項の鉄軌道事業以外の事業

に係る部分の所得の算定については、地方税法（昭

和25年法律第226号）第72条の48第４項から第６項

まで、第11項及び第12項並びに第72条の54第２項

に規定する事業税の分割基準及び所得の算定の例

による。 

４ （略） 

 

第６号様式（第７条関係） 

不動産取得税課税免除申請書 

 （略） 

 注 次の書類を添付すること。 

  １～４ （略） 

 
  

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成30年４月１日から施行する。 
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 （経過措置） 

２ この規則による改正後の新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例施行規則第６条の規定は、

この規則の施行の日以後に開始する事業年度に係る法人の事業税について適用し、同日前に開始した事業年度

に係る法人の事業税については、なお従前の例による。 
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